(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名:岐阜県消防・医療連携協議会運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　消防課　消防担当　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,114千円（前年度予算額：2,114千円）

	事業内容


	１　事業の内容


1 事業目的

・消防法第３５条の５の規定に基づき、都道府県に開催が義務付けられている消防・
医療連携協議会の意見を踏まえ、消防機関及び医療機関等が共通認識のもと、より
円滑な傷病者の搬送及び受入れを行う救急搬送体制の構築を目指す。

2 事業内容・積算内容
・救急搬送に関する主要課題の検討及び現状を踏まえた「傷病者の搬送及び受入れの
実施に関する基準（以下、実施基準）」の必要な見直し等について検討を行う県内
の代表消防本部や救急医療を担う救命救急センター代表者等からなる「岐阜県消
防・医療連携協議会（本会議）」の開催

・実施基準の検証及び実施基準の実施に関する調整事項など特定の課題について検討
を行う「専門部会」の開催
・各医療圏の実態を踏まえ、具体的な検討を行う「ワーキンググループ」の開催
	２　所要経費


　 岐阜県消防・医療連携協議会運営費　　2,114千円

　　・岐阜県消防・医療連携協議会（本会議）　　２回　　  　　　236千円

　　・岐阜県消防・医療連携協議会「専門部会」　３回　　　　　　384千円
　　・岐阜県消防・医療連携協議会「ワーキンググループ」３回　　690千円
　　・事後検証データベース　　　　　　　　　　　　　　　　　　532千円

　　・連絡調整費（旅費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　272千円

	　これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

２　地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
　  ・地域医療連携体制を構築する
　

	２　これまでの取組状況


・消防法第３５条の８の規定に基づき、「岐阜県消防・医療連携協議会」を設置し、実施基準に関する協議並びに意見を聴取し、平成22年12月に実施基準（初版）を策定し、医療機関等への周知と消防機関への研修を実施した。

・平成23年２月にドクターヘリが本格就航し、２次医療圏を越えた広域搬送の増加が見込まれることなどから、協議会に「救急搬送に係る広域化・最適化専門部会」を設置し、より円滑な救急搬送について検討を行っている。
	３　これまでの取組に対する評価


・当県では、医療機関、消防機関、関係機関の長年の対話と相互協力により築き上げてきた救急搬送体制によって、他の医療圏で発生しているような医療機関への受入れ照会回数が数十回におよぶ受入れ医療機関選定困難事案は発生してこなかった。

・この状態を維持していくには、県内の救急搬送件数が増加傾向にある一方で、救急医療機関の全体数は減少傾向であるため、救急搬送が円滑に行われるよう検証を行いながら、実施基準について継続的な見直しを行っていく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,114
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,114

	要求額
	2,114
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,114

	決定額
	2,114
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,114


